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１．公共施設等総合管理計画について 

 

（１）初めに 

本市の人口は、昭和 60年の 66,974人をピークに減少を続け、平成 22年の

時点では 59,572人となっています。また、高齢者人口の割合が昭和 60年の

7.9％から平成 22 年の 22.6％へと増加しているのに対して、年少人口の割合

は、昭和 60年の 22.7％から平成 22年の 14.9％へと減少しており、少子高齢

化の傾向は、今後も続くと予想されます。 

一方、本市における公共施設等は、人口が急増した昭和 40 年代や、引き続き

増加していた昭和 50年代に多くが建設され、昭和 50 年代以前の公共建築物の

延床面積は、全体の 53.1％となっています。 

また、インフラ施設についても、上水道管延長の 52.0％、橋りょう面積の

51.6％は、昭和 50 年代以前に整備されたものです。人口急増期を中心に整備さ

れた本市の公共建築物やインフラ施設は、建設後 30 年以上が経って、今後一斉

に更新の時期を迎えることとなります。 
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１．公共施設等総合管理計画について 

 

（１）初めに 

全国的に人口減少及び少子高齢化社会の進展が問題となっており、地方公共

団体においては、厳しい財政状況の中、老朽化していく公共施設等をどのよう

に維持していくのか喫緊の課題となっております。本市においても例外ではな

く、人口減少に伴い、財源の確保が懸念されており、また、市民生活を支える

公共施設等の多くが昭和４０年代から５０年代にかけて整備されたもので老朽

化が進んでおり、施設総量の見直しによる経費削減等を検討しなければならな

い時期に差しかかっております。 

    国ではこのような状況に向き合うため、平成 25年 11月、インフラ老朽化対

策の推進に関する関係省庁連絡会議において、「インフラ長寿命化基本計画」が

取りまとめられました。この中で、各地方公共団体は、インフラの維持管理・

更新等を着実に推進するため、中長期的な取り組みの方針を明らかにするよう

指針が示されました。本市においても、公共施設等に関する課題について、そ

の解消に向けた取り組みを行うための将来計画として「高石市公共施設等総合

管理計画」（以下「本計画」という。）を平成２９年３月に策定しました。 

    本計画においては、これまで本市が取り組んできた公共建築物に関する老朽

化対策に加え、インフラ系施設の老朽化対策の基本的な取り組みの方向性を示

しております。 

    今回の改訂は、令和２年度に策定した公共施設等の「個別施設計画」の内容

を勘案したうえで、本計画の内容を見直したものとなっております。 

    また、本計画の推進にあたっては、地方公会計制度改革の取り組みとの更な

る連携を図ってまいります。 

 

 

・現行計画以降の状況変化を

踏まえた記載内容の修正 
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（２）計画の背景・目的 

本市において、本庁舎・小中学校・幼稚園・市営住宅・老人福祉センター・公民

館といった公共建築物の多くは、建設後 30年以上を経過しており、旧耐震基準（昭

和 56 年（1981 年）以前）で建てられた公共建築物の延床面積は、全体の半数に

及んでいます。加えて、上下水道、道路、橋りょうなどのインフラ施設の多くは、

老朽化が一斉に進んでいます。 

一方で、少子高齢化による人口減少の時代を迎え、社会保障費の増加や税収の落

ち込みが予想され、公共施設等への投資力がさらに低下し、このままでは現状通り

に公共施設等を維持・更新していくことが、困難な状況となりつつあります。 

本計画は、市全体の財政状況及び財産状況を勘案した上で、将来の公共施設等の

改修、建替えに係る費用の推計を行い、施設ごとに利用状況、老朽化の状況等を「見

える化」することで、公共施設等の実態を横断的に把握し、公共施設等の将来的な

あり方に関する計画を策定するもので、平成 26 年 4 月 22 日付で総務大臣から

各地方公共団体の首長へ策定要請のあった総財務第 74 号「公共施設等の総合的か

つ計画的な管理の推進について」の通知に基づくものです。 

 

（３）計画の位置づけ 

本計画は、国の「インフラ長寿命化基本計画」における本市の「行動計画」に該

当し、「公共施設等総合管理計画」として位置づけます。 

 

 

ページ数：Ｐ２ 

 

（4）計画の対象範囲 

本計画では、本市が保有する公共建築物及びインフラ施設（道路・橋りょう・上

水道・下水道・公園）を対象とします。 

 

 

 

 

 

 

ページ数：Ｐ１ 

 

（２）計画の背景・目的 

本計画は、本市が保有する資産のうち、公共建築物及びインフラ系の公共施設

について、その現状や課題などを踏まえ適正な管理を推進することにより、将来

のまちづくりを持続可能なものとするために、適切な資産改革、資産経営のもと

で、公共施設の再生を実行するにあたっての基本的な考え方や取り組みの方向性

を明らかにすることを目的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）計画の位置づけ 

本計画は、平成２５年１１月に国から公表された「インフラ長寿命化基本計画」 

に基づき策定する行動計画であり、平成２６年４月に総務省から策定についての

要請があった「公共施設等総合管理計画」に該当する計画です。 

 

ページ数：Ｐ２ 

 

（4）計画の対象範囲（平成２８年３月３１日現在） 

本計画では、策定時点の決算状況である、平成２７年度末時点(平成２８年３月

３１日現在）のデータをもとに、本市の概要や保有する公共施設等の状況を整理

しています。 

市が保有する公共施設等とは、市民文化系施設、スポーツ・レクリエーション

系施設、学校教育系施設、保健・福祉・医療系施設、行政系施設、公営住宅等の

ほか、道路・橋梁・上水道（管路・配水施設）・下水道(管路・ポンプ施設）・公園

等のインフラ施設を対象とします。これらを合わせた全体の施設を「公共施設等」

としています。 

 

・現行計画以降の状況変化を

踏まえた記載内容の修正 
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（5）計画期間 

公共施設等総合管理計画の期間としては、現在の社会経済情勢の激しい変化等を

考慮し、中期的な視点から平成 28 年度から平成 37 年度までの 10 年間としま

す。 

なお、公共施設等の将来的な更新費用の推計については、平成 28年度から 

平成 67年度までの 40年間を想定し、その積算は、一般財団法人地域総合整備財

団が作成した公共施設等更新費用試算ソフトを活用しています。 

 

 

ページ数：Ｐ３ 

 

（5）計画期間 

公共施設等総合管理計画の期間としては、現在の社会経済情勢の激しい変化等

を考慮し、中期的な視点より、平成 28年度から令和 11 年度までの 14年間と

します。 

 なお、公共施設等の将来的な更新費用の推計については、平成 28 年度から 

   令和 37 年度までの 40 年間を想定し、その積算は、一般財団法人地域総合整備

財団が作成した公共施設等更新費用試算ソフトを活用しています。 

・時点修正 
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（２）公共施設等の管理に関する考え方 

 

（新） 

 

 

 

 

（新） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新） 

 

 

 

 

 

ページ数：P29～31 

 

（２）公共施設等の管理に関する基本方針 

 

①基本的な考え方 

     公共施設等を取り巻く現状と課題等を踏まえ、将来にわたって、公共施設

等を維持し市民サービスの維持・向上を図るための基本的な考え方を以下の

ように整理します。 

 

イ）公共施設等の保有総量を最適な規模とする 

      人口減少や厳しい財政状況が予測される中、現在ある公共施設等を全て

保有し続けることは不可能です。そのため、人口動向や財政状況に合わせ

て、将来的に維持可能な保有総量とします。 

個別の公共施設等については、利用状況や市が保有する必要性、社会状

況を踏まえ、積極的に類似施設の廃止等による施設総量の圧縮を進めま

す。 

      なお、単に施設を減らすだけではなく、集約化、複合化等による施設の

有効活用策も検討し、適切な市民サービスの提供となるよう留意します。 

 

ロ）公共施設等の機能維持と安全を確保する 

      高石市の公共施設等には老朽化した施設が多くあります。今後も必要と 

される公共施設等については、利用者が安全で安心して使えるよう、計画 

的に公共施設等の改修、更新を行っていきます。 

      さらに、公共施設等の改修、更新については、人にやさしいユニバーサ

ルデザインへの配慮に努め、高齢者や障がい者等のみならず、乳幼児や小

さな子どもを連れている人、子ども、また、外国人などすべての人にとっ

て「わかりやすい」「使いやすい」ユニバーサルデザインに対応した施設整

備に取り組みます。 

 

ハ）効率的な施設運営に取り組む 

      公共施設等を維持していくためには、改修・更新等のハード整備にかか

る費用だけではなく、日常の運営といったソフト面に関する費用も検討し

ていくことが必要です。そのため、窓口の一本化、受益者負担の考え方に

基づく利用料金の見直し、民間企業のノウハウの活用など、効率的な施設

運営に取り組みます。 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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（新） 

 

①点検・診断等の実施方針 

公共施設等については、法的な根拠等による定期的な点検・診断を計画的

に実施するとともに、その結果に基づき対策が必要とされた施設は、適切な

時期にその対策を効率的・効果的に実施していきます。 

公共施設等に関する日常の維持管理業務（保守、点検、清掃、警備等）の

適正化・標準化を図ります。 

 

②維持管理・修繕更新等の実施方針 

公共施設等の維持管理は、「事後保全」（施設に不具合が生じてから修繕や

更新を行う）、「予防保全」（定期的に交換・更新を行う）、「状態監視保全」（点

検によりその劣化や状態を見ながら修繕や更新を行う）の 3種類があります

が、個々の施設の状況に応じて、これらの維持管理策を計画的に行うことに

より、各施設の長寿命化とともに各年度の財政的な負担の平準化をめざしま

す。 

 

③安全確保の実施方針 

今後も継続して保有する公共施設等については、施設の点検等により老朽

化や劣化による内外装材の剥離、設備機器の不具合等が発見された場合は、

施設の点検・診断結果に基づいて、事前に財政的な負担が平準化できるよう

に計画した上で、改修や修繕を実施し、安全性を確保します。 

 

④耐震化の実施方針 

公共建築物の 43.5％は、新耐震基準で建設されています。 

また、48.8％は旧耐震基準で建設されていますが、耐震性能を有している

か、耐震化工事が完了しています。（未利用施設等 7.7％は除く） 

さらに、建築後 30年以上が経過している施設については、長期使用を前

提として日常点検・定期点検の実施によって、劣化状況の把握に努め、調査

結果を踏まえた改修の実施を検討していきます。 

インフラ施設については、上下水道施設においては、大規模災害に備え、

施設の耐震化を図る更新を行います。 

 

⑤長寿命化の実施方針 

公共施設等の更新が短期間に集中すると、財政に及ぼす影響が大きくなり

 

②取り組み方針 

 

イ）点検・診断等の実施方針 

公共施設等については、法的な根拠等による定期的な点検・診断を計画

的に実施するとともに、その結果に基づき対策が必要とされた施設は、適

切な時期にその対策を効率的・効果的に実施していきます。 

公共施設等に関する日常の維持管理業務（保守、点検、清掃、警備等）

の適正化・標準化を図ります。 

 

ロ）維持管理・修繕更新等の実施方針 

公共施設等の維持管理は、「事後保全」（施設に不具合が生じてから修繕

や更新を行う）、「予防保全」（定期的に交換・更新を行う）、「状態監視保全」

（点検によりその劣化や状態を見ながら修繕や更新を行う）の 3 種類があ

りますが、個々の施設の状況に応じて、これらの維持管理策を計画的に行

うことにより、各施設の長寿命化とともに各年度の財政的な負担の平準化

をめざします。 

 

ハ）安全確保の実施方針 

今後も継続して保有する公共施設等については、施設の点検等により老

朽化や劣化による内外装材の剥離、設備機器の不具合等が発見された場合

は、施設の点検・診断結果に基づいて、事前に財政的な負担が平準化でき

るように計画した上で、改修や修繕を実施し、安全性を確保します。 

 

二）耐震化の実施方針 

公共建築物の 43.5％は、新耐震基準で建設されています。 

また、48.8％は旧耐震基準で建設されていますが、耐震性能を有してい

るか、耐震化工事が完了しています。（未利用施設等 7.7％は除く） 

さらに、建築後 30年以上が経過している施設については、長期使用を

前提として日常点検・定期点検の実施によって、劣化状況の把握に努め、

調査結果を踏まえた改修の実施を検討していきます。 

インフラ施設については、上下水道施設においては、大規模災害に備え、

施設の耐震化を図る更新を行います。 

 

ホ）長寿命化の実施方針 

公共施設等の更新が短期間に集中すると、財政に及ぼす影響が大きくな

 

・時点修正 
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ます。継続して保有する施設については、適切な時期に維持管理・改修を実

施し、適切な保全を行うことにより、施設の長寿命化を図ることで、財政負

担の平準化を図ります。 

なお、長寿命化の見込まれる期間が短期間であるなど、その費用対効果に

おいて十分な効果が得られないと判断される場合や、安全上の視点から建て

替える必要がある場合等は、長寿命化の対象から除きます。 

 

⑥整理統合の推進方針 

公共建築物については、今後の財政負担の状況も勘案しながら、各施設の

置かれている状況を調査し、施設が提供するサービスの維持すべき内容やレ

ベルなど機能水準の妥当性及び各施設の必要性や規模など施設活用の効率

性、並びに未利用施設の除却等について検討します。 

 

⑦民間活力の導入 

インフラ施設の更新に際しては、民間の技術やノウハウ、資金等を活用

することが有効であることから、施設の内容に応じて、ＰＰＰやＰＦＩ方

式の導入についても検討します。 

 

 

ります。継続して保有する施設については、適切な時期に維持管理・改修

を実施し、適切な保全を行うことにより、施設の長寿命化を図ることで、

財政負担の平準化を図ります。 

なお、長寿命化の見込まれる期間が短期間であるなど、その費用対効果

において十分な効果が得られないと判断される場合や、安全上の視点から

建て替える必要がある場合等は、長寿命化の対象から除きます。 

 

へ）整理統合の推進方針 

公共建築物については、今後の財政負担の状況も勘案しながら、各施設

の置かれている状況を調査し、施設が提供するサービスの維持すべき内容

やレベルなど機能水準の妥当性及び各施設の必要性や規模など施設活用

の効率性、並びに未利用施設の除却等について検討します。 

 

ト）民間活力の導入 

インフラ施設の更新に際しては、民間の技術やノウハウ、資金等を活

用することが有効であることから、施設の内容に応じて、ＰＰＰやＰＦ

Ｉ方式の導入についても検討します。 

 

 

 

・時点修正 
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  6．施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 

ページ数：Ｐ31 

 6．施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

 

（1）公共建築物 

①中長期的な視点でのマネジメント 

○公共建築物の維持保全・有効活用のために、個別にその必要性、効率性、効果

性の視点で評価を行った上で、計画を作成するものとします。 

○公共建築物の適正な管理を行うため、施設ごとの利用状況、運営状況の「見え

る化」を推進します。 

○現在ある公共建築物の更新は、必要性の高い施設サービスを持続可能とする視

点で最小化をめざします。 

○次世代に引き継ぐ資産については、計画的な改修・改築等を実施します。その

際、バリアフリー対策や省エネルギー対策を検討し、可能な限り公共建築物と

しての機能性の向上をめざすこととします。 

（新） 

 

 

 

 

○公共建築物もその経年に合わせて老朽化することを念頭に、他の施設との整理

統合、集約化・複合化、転用など、次世代にとって真に有効な資産となるよう

再構築していくとともに、解体撤去についても検討します。 

○耐用年数を超過して使用する施設については、さらに詳細な計画保全対策を検

討し、長寿命化施策を実施することとします。 

○今後の公共建築物の改修・更新等に要する費用は、年度によって大きく変動す

ることから、更新する公共建築物の選択、かつ優先順位を定め、予算の平準化

を図ることとします。 

○一定の目的を達した公共建築物については、新しい活用方法を見いだすなど、

適切な運用を実施することとします。 

○市として所有するよりもより効果的と判断される場合や、市として利用が見込

めない公共建築物については、積極的に貸付や売却など利活用方法について検

討します。 

○未利用施設においては、耐震性能や安全性が確保されておらず、老朽化も著し

いなど、建物の性能が低い公共建築物は、解体撤去を検討します。また、維持

管理・修繕等に係る経費の財源の確保の観点から敷地の一時貸付や売却の可能

性を検討します 

ページ数：Ｐ32 

 

 

（1）公共建築物 

①中長期的な視点でのマネジメント 

○公共建築物の維持保全・有効活用のために、個別にその必要性、効率性、効果

性の視点で評価を行った上で、計画を作成するものとします。 

○公共建築物の適正な管理を行うため、施設ごとの利用状況、運営状況の「見え

る化」を推進します。 

○現在ある公共建築物の更新は、必要性の高い施設サービスを持続可能とする視

点で最小化をめざします。 

○次世代に引き継ぐ資産については、計画的な改修・改築等を実施します。その

際、バリアフリー対策や省エネルギー対策を検討し、可能な限り公共建築物と

しての機能性の向上をめざすこととします。 

○誰もが安全でかつ安心して生活を送るためには、社会環境において、バリアフ

リーやユニバーサルデザインによるハード面の整備は欠かせません。 

公共建築物の改修・更新については、「大阪府ユニバーサルデザイン推進指 

針」「大阪府福祉のまちづくり条例」を遵守し、ユニバーサルデザイン化を推進

します。  

○公共建築物もその経年に合わせて老朽化することを念頭に、他の施設との整

理統合、集約化・複合化、転用など、次世代にとって真に有効な資産となる

よう再構築していくとともに、解体撤去についても検討します。 

○耐用年数を超過して使用する施設については、さらに詳細な計画保全対策を

検討し、長寿命化施策を実施することとします。 

○今後の公共建築物の改修・更新等に要する費用は、年度によって大きく変動

することから、更新する公共建築物の選択、かつ優先順位を定め、予算の平

準化を図ることとします。 

○一定の目的を達した公共建築物については、新しい活用方法を見いだすな

ど、適切な運用を実施することとします。 

○市として所有するよりもより効果的と判断される場合や、市として利用が見

込めない公共建築物については、積極的に貸付や売却など利活用方法につい

て検討します。 

○未利用施設においては、耐震性能や安全性が確保されておらず、老朽化も著

しいなど、建物の性能が低い公共建築物は、解体撤去を検討します。また、

維持管理・修繕等に係る経費の財源の確保の観点から敷地の一時貸付や売却

の可能性を検討します 

・総務省作成の策定指針に基づ

き項目を追加 

 



高石市公共施設等総合管理計画（改訂） 新旧対照表 

現 行 （旧）          改 訂 (新） 主な改訂内容 
 

9 

 

 

 

（新） 

 

 

 

ページ数：P35 

 

7．公共施設の施設用途の中分類別の方針の設定 

 

（１）施設用途の中分類別の方針設定の考え方 

 

公共施設の施設用途の中分類別の方針を設定します。設定にあたっては、以下の方針

をもとに整理します。 

方針 内容 対象となる施設例 

①長寿命化 施設の機能性やハードな耐久性を維

持又は高めるための改修・修繕を行

い、ライフサイクルソフトの縮減、利

便性の向上を図ります。 

・代替できない主要施設であり、今後

も継続して維持する必要がある施

設。 

②集約化 同種の施設があり、利用状況や立地を

踏まえて、一つに集約した場合でも利

用者ニーズを満たすことができる等、

集約化の可能性がある施設の集約化

を図ります。 

・施設機能は必要であるが、将来的な

利用者や稼働率の増加が見込めない

施設。 

・施設機能が重複しており、施設数が

過剰な施設。 

③複合化 

 

周辺の公共施設の改築などとあわせ

て、異なる機能を有した施設との複合

化を図ります。 

・他分類施設と複合化することで、施

設機能の充実や施設運営の効率化が

図られる施設。 

④廃止 施設の従来の用途のまま維持してい

く優先度が著しく低く、改修しても利

用の見込みが低い等で、用途転用の必

要性がない施設の廃止を図ります。 

・すでに廃止予定になっている施設。 

・当初の役割を終えた施設。 

・市が保有する必要性がない施設。 

⑤用途転用 施設を従来のまま維持していく優先

度が著しく低く、改修しても利用の見

込みが低い場合等で、他の機能が強く

要請されている施設の用途転用を図

ります。 

・施設を改修しても利用の見込みが

低く、他の機能を強く要請されてい

る施設。 

⑥民間化 施設自体は利用可能であり、民間への

譲渡（売却）や地域の地縁団体への移

譲等が可能な施設の民間化を図りま

す。 

・すでに民間企業、団体等が同種類似

のサービスを提供している施設。 

・用途はそのままで、民間企業、地縁

団体等で運営することが可能な施

設。 
 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 
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（新） 

ページ数：P36～Ｐ47 

 

（２）施設用途の中分類別の方針 

 

①市民文化系施設 

イ）集会施設 

■集会施設の現状 

施設数 ６施設 延床面積（全施設のうちの割合） 5,426.17 ㎡（2.8%） 

施設名  千代田公民館・東羽衣公民館・清高公民館・中央公民館・コミュ二ティセ

ンター羽衣公民館（パンセ羽衣内） 

【課題】 

 ○ 4 施設の公民館（千代田公民館・東羽衣公民館・清高公民館・中央公民館）は

全て築年数が 30年以上を経過しており、劣化が広範に進んでいます。  

 

 

 

■集会施設の方針 

○ 施設整備の基本的な方針に基づき、計画的な大規模改修及び中規模修繕を実

施する必要があります。 

 

ロ）文化施設 

■文化施設の現状 

施設数 ２施設 延床面積（全施設のうちの割合） 11,926.43 ㎡（6.1%） 

施設名 複合コミュ二ティセンター（東コミュ二ティセンター・取石公民館図書館

分館）たかいし市民文化会館・図書館（市民文化ホール・生涯学習センタ

ー） 

【課題】 

○ 設備の老朽化が進んでいるため、今後計画的に修繕を行っていく必要があり

ます。 

 

 

■文化施設の方針 

○ 施設整備の基本的な方針に基づき、計画的な大規模改修及び中規模修繕を実

施する必要があります。 
 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 
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 （新） ②スポーツ・レクリエーション系施設 

イ）スポーツ施設 

■スポーツ施設の現状 

施設数 ６施設 延床面積（全施設のうちの割合） 7,980.19 ㎡（4.1%） 

施設名 中央プール、高師浜運動施設（野外活動センター）、ふれあい健康増進セン

ター（ふれあいゾーン複合センター内）、総合体育館（鴨公園内）、新公園、

高砂公園 

【課題】 

○ 総合体育館を除く５施設については、設備の老朽化が進んでいるため、今後計

画的に修繕を行っていく必要があります。 

 

 

 

■スポーツ施設の方針 

○ 高師浜運動施設（野外活動センター）については、多世代が集える収益施設を

兼ねた地域コミュニティとして、また賑わいを創出する交流する場として、改修

を予定しています。 

○ 他の施設については、施設整備の基本的な方針に基づき、計画的な大規模改修

及び中規模修繕を実施する必要があります。 

 

 

 

ロ）レクリエーション施設・観光施設 

■レクリエーション施設・観光施設の現状 

施設数 1 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 487.21 ㎡（0.25%） 

施設名 ふるさと村（キャンプ場） 

【課題】 

○ 施設の老朽化に伴い利用者が減少しており、今後の施設のあり方について廃

止も含めて検討する必要があります。 

 

 

 

■レクリエーション施設・観光施設の方針 

○ 施設の老朽化及び利用者の減少に伴い、平成 30 年度に廃止しました。 
 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 
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（新） 

 

③学校教育系施設 

イ）学校・その他教育施設 

■学校の現状 

施設数 14 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 74,235.9 ㎡（38.3%） 

施設名 高石小学校、羽衣小学校、高陽小学校、東羽衣小学校、取石小学校、清高

小学校加茂小学校、高石中学校、高南中学校、取石中学校、北幼稚園、高

陽幼稚園、加茂幼稚園、教育研究センター 

【課題】 

○ 小中学校については、設備の老朽化が進んでいるため、今後計画的に修繕を行

っていく必要があります。  

○ 幼稚園については、私立の幼稚園の状況を踏まえつつ、市が保有する必要性を

含め施設の適正化を検討する必要があります。 

 

 

 

■学校の方針 

○ 施設整備の基本的な方針に基づき、計画的な大規模改修及び中規模修繕を実

施する必要があります。 

○ 市立幼稚園 3 園のうち加茂幼稚園１園を残し、北幼稚園及び高陽幼稚園は令

和元年度（2019）年度に、行政財産から普通財産に用途変更をしました。 

○ 旧北幼稚園には、児童発達支援センター（松の実園）の移転、集約化を予定し

ています。 

○ 旧高陽幼稚園には、公益社団法人シルバー人材センターの移転、地域子育て支

援センターを開設しました。 

 

 

 

 

 

 

 

・個別施設計画の策定を踏ま 

えた記載内容の追加 
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 （新） ④保健・福祉・医療系施設 

イ）高齢福祉施設 

■高齢福祉施設の現状 

施設数 ３施設 延床面積（全施設のうちの割合） 2,933.36 ㎡（1.5%） 

施設名 老人福祉センター（慶翠苑）（パンセ羽衣内）、老人福祉センター（瑞松苑） 

老人福祉センター（菊寿苑） 

【課題】 

○ ３施設の老人福祉センタ－（慶翠苑・瑞松苑・菊寿苑）のうち、瑞松苑は築年

数が古く施設全体が老朽化しています。   

 

 

 

■高齢福祉施設の方針 

○ 施設整備の基本的な方針に基づき、計画的な大規模改修及び中規模修繕を実

施する必要があります。 

○ 施設の老朽化が進む老人福祉センター（瑞松苑）を、コミュ二ティセンターに

移転、複合化をします。 

 

 

 

ロ）障がい福祉施設 

■障がい福祉施設の現状 

施設数 1 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 1,962.99 ㎡（1.0%） 

施設名 障がい者ふれあいプラザ（ふれあいゾーン複合センター内） 

【課題】 

○ 設備の老朽化が進んでいるため、今後計画的に修繕を行っていく必要があり

ます。 

 

 

 

■障がい福祉施設の方針 

○ 施設整備の基本的な方針に基づき、計画的な大規模改修及び中規模修繕を実

施する必要があります。 

 

 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 
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 （新） 

 

ハ）保健・福祉・医療施設 

■保健・福祉・医療施設の現状 

施設数 1 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 17,590.65 ㎡（9.1%） 

施設名 総合ライフケアセンター（総合保健センター・老人保健施設・診療センタ

ー・母子健康センター） 

【課題】 

○ 総合ライフケアセンターの 3 棟（総合保健センター・老人保健施設・診療セ

ンター母子健康センター）とも築年数は比較的新しい施設であるが、内部仕上げ

に劣化が見られます。 

 

 

 

■保健・福祉・医療施設の方針 

○ 施設整備の基本的な方針に基づき、計画的な中規模修繕を実施する必要が 

あります。 

○ 施設毎の機能維持又は機能集約も含めた有効活用を検討します。 

○ 各施設において、計画的な維持管理を行う必要があります。 

  

 

 

二）児童福祉施設 

■児童福祉施設の現状 

施設数 2 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 1,604.48 ㎡（0.8%） 

施設名 綾園保育所・児童発達支援センター（松の実園） 

【課題】 

○ 児童発達支援センター（松の実園）の築年数が古く、屋根及び躯体表面に劣化

や損傷が見られ、修繕が必要です。 

 

 

 

■児童福祉施設の方針 

○ 施設の老朽化が進む児童発達支援センター（松の実園）機能を旧北幼稚園に移

転、集約化をします。建物については、機能集約後に廃止を予定しています。 

 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 
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 （新） 

   

  

⑤行政系施設 

イ）庁舎等 

■庁舎等の現状 

施設数 2 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 16,280.51 ㎡（8.4%） 

施設名 庁舎本館、庁舎別館 

【課題】 

○ 本館は築年数が古く、外壁に鉄筋の露出、コンクリートの剥がれ等が見られま

す。 

 

 

 

■庁舎等の方針 

○ 本館の外壁の改修を行うほか、計画的な維持管理を行う必要があります。 

 

 

ロ）消防施設 

■消防施設の現状 

施設数 4 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 3,127.30 ㎡（1.6%） 

施設名 消防庁舎（高石消防署）、消防庁舎（高師浜出張所）、消防倉庫 

羽衣消防機格納倉庫詰所 

【課題】 

○ 高師浜出張所・羽衣消防機格納倉庫詰所は、築年数が 50 年を経過していま

す。特に、高師浜出張所は、外壁、内部仕上げの他、空調等設備の老朽化が進ん

でいます。  

○ 高石消防署・消防倉庫についても、設備の老朽化が進んでいるため、今後計画

的に修繕を実施する必要があります。 

 

 

■消防施設の方針 

○ 消防施設については、堺市消防局と協議して、計画的な施設整備の改修を進め

てまいります。 

○ 羽衣消防機格納倉庫詰所については、現在、消防施設として利用していない施

設です。 

今後の施設のあり方について検討する必要があります。 

 

 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加  
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 （新） ⑥公営住宅 

■公営住宅の現状 

施設数 3 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 6,461.14 ㎡（3.3%） 

施設名 富木住宅、富木南住宅、富木第二住宅 

【課題】 

○ ３施設の公営住宅は、施設の経年劣化が進んでいるため、今後計画的に修繕を 

行っていく必要があります。  

 

 

 

■公営住宅の方針 

○ 公営住宅は、高石市営住宅長寿命化計画に基づき、計画的な施設整備の改修を

進めてまいります。 

 

 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加  
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 （新） ⑦その他 

■その他 

施設数 27 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 25,390.6 ㎡（13.1%） 

施設名 市営浜墓地、羽衣駅西第 1 自転車駐車場、羽衣駅西第 2自転車駐車場、羽

衣駅東第 1 自転車駐車場、高石駅西第 1 自転車駐車場、高石駅西第 2 自

転車駐車場、高石駅西第 3 自転車駐車場、高石駅第 1 自転車駐車場、高石

駅第 2自転車駐車場、高石駅東自転車駐車場、東羽衣駅自転車駐車場、富

木駅東自転車駐車場、富木駅西自転車駐車場、高石駅前自動車駐車場、津

波避難タワー、旧羽衣幼稚園、旧高石幼稚園、旧加茂保育所、旧体育館、

旧東羽衣会館、旧西取石会館、旧綾園集会所、旧保健センター、旧市民会

館・旧図書館、旧南公民館、旧高師浜公民館、旧富木公民館 

【課題】 

○ 老朽化が進んでいる施設については、適切に維持管理を行っていく必要があ

ります。 

○ 市で保有する必要性を検討し、不要な施設や用地の売却が求められます。  

 

 

 

■その他の方針 

○ 施設整備の基本的な方針に基づき、計画的な大規模改修及び中規模修繕を実

施する必要があります。 

○ 施設を従来のまま維持していく優先度が著しく低く、改修しても利用の見込

みが低い施設については、施設の用途転用あるいは廃止を検討します。 

○ 再利用可能な施設については、民間へ譲渡（売却）・貸付、地域の地縁団体へ

の移譲等を検討します。 

○ 旧東羽衣会館・旧西取石会館・旧綾園集会所・旧南公民館・旧富木公民館は、

地元自治会への貸付を行っています。 

○ 旧高石幼稚園・旧体育館・旧高師浜公民館は、平成 29年度に売却、旧加茂保

育所においては平成 29年度～平成 30 年度に売却をしました。 

 

 

 

 

 

 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 
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 （新） 

 

8．インフラ施設の方針の設定 

 

（１）道路 

 

■道路の現状 

 延長 面積 

道路 103,336m 756,997 ㎡ 

【課題】 

○ 中長期的な維持管理計画が未策定である。 

○ 交通量の多い道路や災害時の緊急輸送道路など各道路の重要度を整理し、そ

れぞれの劣化状況の把握が求められる。  

 

 

 

■道路の方針 

○ 道路は市民にとって生活基盤であり、災害時のライフラインとなる施設であ

るため、保有総量の削減は行わず、現状の機能を維持していきます。新たに整備

する場合は、費用対効果や財政状況等を考慮した上で必要性を検討します。 

○ 予防保全型の維持管理を行うため、定期的な点検・診断を実施します。 

○ 各道路の重要度や位置付けを整理し、それぞれの劣化状況から補修・整備にお

ける優先順位を定め、計画的な補修・整備を行うことで施設の長寿命化を図り、

事業費を削減・平準化します。 

○ 過去に補修・修繕した履歴や点検・診断結果などの情報は一元管理します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・インフラ長寿命化計画の策

定を踏まえた記載内容の

追加 
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（新） 

 

（2）橋りょう 

 

■橋りょうの現状 

 数量 面積 

橋りょう 41 本 2,114 ㎡ 

【課題】 

○ 平成 31 年 1 月に策定した高石市社会資本個別施設計画（橋梁）に基づく、

確実な保全更新が求められる。  

 

 

 

■橋りょうの方針 

○ 橋りょうは市民にとって生活基盤であり、災害時には重要なライフラインと

なる施設であるが、利用状況や迂回の可否等を踏まえ、削減可能なものは削減を

図っていきます。また、必要な施設については現状の機能を維持していきます。

新たに整備する場合は、費用対効果や財政状況等を考慮した上で必要性を検討

します。 

○ 平成 31 年 1 月に策定した高石市社会資本個別施設計画（橋梁）を基本に、

以下の点を踏まえ維持管理を行います。ただし、今後の状況により社会資本個別

施設計画(橋梁）との乖離がある場合は、適宜見直しを行います。 

①「大阪府橋梁点検要領」をもとに定期点検・詳細点検を行い、橋りょうの健全度

を把握します。 

② 点検結果をもとに予防的な修繕等の実施を徹底し、修繕・架替えに係るトータ

ルコストの縮減・平準化を図ります。 

③ 橋りょうの立地条件及び利用状況を考慮して重要度を設定し、損傷状況と重

要度を勘案して優先的に修繕が必要な橋りょうを選定します。 

④ 管理橋りょうの全体の状況が把握できるように、点検結果や補修履歴などを

一元管理します。 

 

 

 

 

・インフラ長寿命化計画の策

定を踏まえた記載内容の

追加 
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（新） 

 

（3）上水道 

 

①上水道（建物） 

■上水道（建物）の現状 

施設数 1 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 1098.60 ㎡（0.6%） 

施設名 配水場 

【課題】 

○ 設備の老朽化が進んでいるため、今後計画的に更新を行っていく必要があります。   

 

■上水道（建物）の方針 

○ 平成 29 年 3 月に策定した高石配水場長寿命化計画に基づき、計画的に更新を実

施していきます。 

 

②上水道（管路、配水池） 

■上水道（管路、配水池）の現状 

 延長 面積 

上水道 172,801m（送水管 4,049m、配水管

168,752m）、配水池 7 池 
－ 

【課題】 

○ 中長期的な維持管理が必要となります。 

○ 各施設の重要度を整理し、それぞれの劣化状況の把握が求められます。 

 

■上水道（管路、配水池）の方針 

○ 自然災害に備えた対策として、施設の耐震化を進めます。 

○ 平成 29 年 3 月に策定した高石市水道事業ビジョンを基本に、以下の点を踏まえ

維持管理を行います。ただし、今後の状況により高石配水場長寿命化計画との乖離

がある場合は、適宜見直しを行います。 

①予防保全型の維持管理を行うため、定期な点検・診断を実施します。 

②管路の更新にあたっては重要度を整理し、更新における優先順位を定めた老朽管

更新計画に基づき更新を行い、事業費を平準化します。 

③過去に補修・整備した履歴や点検・診断結果などの情報は一元管理します。 

④維持管理費の低減に繋がる新しい設備の導入など、ライフサイクルコストの縮減

を図ります。あわせて、利用料金の見直しを検討するなど、収入と支出の均衡を

保つことができる適切な維持管理を行います。 

 

・インフラ長寿命化計画の策

定を踏まえた記載内容の

追加 
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 （新） 

 

  

（4）下水道 

①下水道（建物） 

■下水道（建物）の現状 

施設数 3 施設 延床面積（全施設のうちの割合） 17,567.97 ㎡（9.1%） 

施設名 高石ポンプ場、羽衣ポンプ場、高師浜中継ポンプ場 

【課題】 

○ 設備の老朽化が進んでいるため、今後計画的に更新を行っていく必要があり

ます。 

 

■下水道（建物）の方針 

○ 令和 2年 3月に策定した高石市公共下水道ストックマネジメント計画に基づ

き、計画的な大規模改修及び中規模修繕を実施する必要があります。 

②下水道（管路） 

■下水道（管路）の現状 

 延長 面積 

下水道 214,609m － 

【課題】 

○ 中長期的な維持管理が必要となります。 

○ 各管路の重要度を整理し、それぞれの劣化状況の把握が求められます。 

  ■下水道（管路）の方針 

○ 下水道は市民にとって生活基盤となる施設であるため、現状の機能を維持し

ていきます。 

新たな整備については、必要性や費用対効果、財政状況等を考慮し検討します。

また、自然災害に備えた対策として、施設の耐震化を進めます。 

○ 令和 2 年 3 月に策定した高石市公共下水道ストックマネジメント計画を基

本に、以下の点を踏まえ維持管理を行います。ただし、今後の状況によりスト

ックマネジメント計画との乖離がある場合は、適宜見直しを行います。 

①予防保全型の維持管理を行うため、定期な点検・診断を実施します。 

②各管路の重要度を整理し、それぞれの劣化状況から補修・整備における優先

順位を定め、計画的な補修・整備を行うことで施設の長寿命化を図り、事業

費を縮減・平準化します。 

③過去に補修・整備した履歴や点検・診断結果などの情報は一元管理します。 

④維持管理費の低減のため、新工法等検討し、ライフサイクルコストの縮減を

図ります。あわせて、使用料の見直しを検討するなど、収入と支出の均衡を

保つことができる適切な維持管理を行います。 

・インフラ長寿命化計画の策

定を踏まえた記載内容の

追加 
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ページ数：P48 

9．公共施設のシミュレーションの実施 

 

（1）施設用途の中分類別の方針に基づく移管・削減面積の試算 

 

本試算では、平成 27 年度末時点の公共施設等（建物）の延床面積 194,073.61

㎡から上下水道課インフラ施設の建物を除きます。 

移管・削減前の延床面積に対し、施設用途の中分類別の方針に基づくシミュレーシ

ョンを実施すると、175,407.04 ㎡が 164,771.11 ㎡となり 6.1％の削減となりま

す。 

 

■40 年間における中分類別の移管・削減面積 

大分類 中分類 

移管 

削減前 

延床面積 

（㎡） 

40 年間 

移管面積

（㎡） 

40 年間 

削減面積

（㎡） 

残延床面積 

（㎡） 

面積 

移管

率 

（%） 

面積 

削減率 

（%） 

移管 

削減率合

計 

（%） 

市民文化系

施設 

集会施設 5,426.17 0.00 0.00 5,426.17 0.0% 0.0% 0.0% 

文化施設 11,926.43 0.00 0.00 11,926.43 0.0% 0.0% 0.0% 

スポーツ・

レクリエー

ション系施

設 

スポーツ施設 7,980.19 0.00 0.00 7,980.19 0.0% 0.0% 0.0% 

レクリエーシ

ョン施設 

観光施設 

487.21 0.00 

 

487.21 0.00 100.0% 0.0％ 100.0% 

学校教育系

施設 

学校 73,668.00 0.00 1,538.00 72,130.00 0.0% 2.1% 2.1% 

その他教育施

設 

567.96 0.00 0.00 567.96 0.0% 0.0% 0.0% 

保健・福祉

医療系施設 

 

高齢福祉施設 2,933.36 0.00 1,376.95 1,556.41 0.0% 46.9% 46.9% 

障がい福祉施

設 

1,962.99 0.00 0.00 1,962.99 0.0% 0.0% 0.0% 

保健・福祉・

医療施設 

17,590.65 0.00 0.00 17,590.65 0.0% 0.0% 0.0% 

児童福祉施設 1,604.48 0.00 566.32 1,038.16 0.0% 35.3% 35.3% 

行政系施設 庁舎等 16,280.51 0.00 0.00 16,280.51 0.0% 0.0% 0.0% 

消防施設 3,127.30 21.49 0.00 3,105.81 0.7% 0.0% 0.7% 

公営住宅 公営住宅 6,461.14 0.00 0.00 6,461.14 0.0% 0.0% 0.0% 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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 ※注 1 移管面積は、７．公共施設の中分類別の方針の設定において、⑤用途転用及び⑥民間化とな 

る建物を対象として面積を算出   

※注 2 削減面積は、７．公共施設の中分類別の方針の設定において、⑤用途転用及び⑥民間化以外 

の建物を対象として面積を算出 

※注 3 上水道及び下水道インフラ施設の建物の面積は含まない。 

 

その他 その他 25,390.65 1,846.20 4,799.73 18,744.72 7.3％ 18.9% 26.2% 

総計 175,407.04 1,867.69 8,768.21 164,771.14 1.1% 5.0% 6.1% 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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ページ数：Ｐ49  

 

 

 

 

 

 

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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（2）公共施設の更新等に係る中長期的な維持管理・更新等の経費の見込み 

 

①既存施設を耐用年数経過時に単純に更新した場合の経費の見込み【自然体】 

 

公共施設の改修・更新等に関する中長期の経費見込みについて、現在保有して

いる施設（「高石市公共施設個別施設計画」及び「高石市学校施設等個別施設計画」

の対象施設）を同規模で改修・更新していく（以下「自然体」という。）とした場

合の将来経費を算出しました。 

公共施設については、平成 31 年版「建築物のライフサイクルコスト」（国土交

通省監修）の計算ソフトを、学校施設等については、「学校施設等個別施設計画」

で試算した経費を活用します。 

 

②個別施設計画に基づく対策効果を反映した経費見込み 

 

令和２年度に策定しました「高石市公共施設個別施設計画」、「高石市学校施設

等個別施設計画」において、今後 40 年間の公共建築物の長期的な修繕・更新費

用を算出しました。 

費用の算出に当たっては、各施設の整備方針に基づいて修繕・更新費用の平準

化を図ることを前提とします。 

 

③公共建築物における対策費用及び長寿命化よる効果額の集計結果 

 

概算費用ではあるものの、予防保全の考え方で計画的に改修するなどの長寿命

化対策を行った場合の効果額は、△12,534,319 千円となりました。予防保全

による適切な長寿命化対策を行うことで、突発的な修繕等のリスク軽減のほか、

全体的なコスト削減効果が見込めます。 

 

 

 

 

 

 

 ※ あくまでも、シミュレーションデータに基づく試算額です。施設のあり方の

検討により効果額は変更となることがあります。 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別施設計画に基

づく対策費用額 

約 828 億円 

施設を単純更新した 

場合の費用額 

約 953 億円 

長寿命化・施設の廃止

や統廃合による効果額 

約 125 億円 ※ 
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・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存施設を耐用年数経過時に単純更新した場合の経費見込み【自然体】 

約 953 億円 

個別施設計画に基づく対策効果を反映した経費見込み 

約 828 億円 

対策による効果額 

約 125 億円 

比

較 

充当可能な財源の見込み 
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（3）有形固定資産減価償却率の推移 

  

   統一的な基準による財務書類を作成するうえで必要な固定資産台帳については、

公共施設等の維持管理・更新等に係る中長期的な経費の見込みの精緻化に活用でき

るほか、事業別・施設別のセグメント分析を行うことなどにより、各事業・施設に

ついて効果的・効率的な対策の検討が可能となります。 

   ついては、固定資産台帳に基づく有形固定資産減価償却率の推移を分析すること

により、建築物・インフラ施設の現状や将来にわたる見通し・課題を客観的に把握

することが可能となります。 

 

有形固定資産減価償却率＝減価償却累計額／取得価額（再調達価額） 

  

   有形固定資産のうち、土地以外の償却資産（建物や工作物等）の取得価額に対す

る減価償却累計額の割合を計算することにより、耐用年数に対して減価償却がどこ

まで進んでいるか把握することができます。 

   ただし、長寿命化工事による使用期間の延長効果は数字に反映されないことか

ら、施設の老朽度合や、施設の安全性の低さを直接的に示すものではありません。 

100％に近いほど償却が進んでおり、一般的な目安として有形固定資産減価償却率

は 35～50％程度と言われていますが、高石市の有形固定資産減価償却率は約

56％で償却率は平均推移ですが、今後、耐用年数の到達とともに償却率が高くなる

ことが予想されます。 

  

 

 

 

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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●有形固定資産減価償却率の推移（平成 29 年度～令和元年度） 

年度 分類名 取得価額 

（円） 

減価償却累計額 

（円） 

有形固定資産 

減価償却率（％） 

平成 29 年度 建 物 事業用資産） 42,744,599,086 22,258,993,643 52.07％ 

工作物（事業用資産） 156,669,623 837,500 0.53％ 

建 物（インフラ資産） － － － 

工作物（インフラ資産） 19,177,093,419 11,482,355,206 59.88％ 

平成 30 年度 建 物（事業用資産） 42,682,041,372 23,005,543,545 53.90％ 

工作物（事業用資産） 158,289,623 6,494,255 4.10％ 

建 物（インフラ資産） － － － 

工作物（インフラ資産） 19,108,565,733 11,744,961,383 61.46％ 

令和元年度 建 物（事業用資産） 43,082,253,752 23,851,631,924 55.36％ 

工作物（事業用資産） 185,760,025 12,377,974 6.66％ 

建 物（インフラ資産） 33,762,030 183,892 0.54％ 

工作物（インフラ資産） 20,753,734,933 12,151,450,260 58.55％ 

合計 188,082,769,596 104,514,829,582 55.57％ 

※参考資料 高石市一般会計等財務書類 貸借対照表 

 

 

●有形固定資産減価償却率の推移（平成 29 年度～令和元年度） 

 

 

 

 

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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10．公共施設の個別施設計画 

 

（１）高石市公共施設個別施設計画 

 

①高石市公共施設個別施設計画（概要） 

「高石市公共施設個別施設計画」（以下「高石市個別施設計画」という。）は、

令和 2年 3月 31 日時点の 34 施設を対象に、令和 2 年度に策定しました。 

主な内容としましては、平成 29年 3月に策定した本計画の考え方を踏ま

え、個別の施設について、中長期的な維持・管理等に係るトータルコストの縮

減・予算の平準化の観点から、個別の施設ごとの今後の具体的な方針を示した

計画です。 

高石市個別施設計画において実施した公共施設の修繕・更新コストの試算

や、総合管理計画における施設の管理方針や管理に関する課題を踏まえ、今後

10 年間の公共施設の修繕・更新計画を策定するとともに、今後に向けた課題

を整理するものです。 

②計画期間 

計画期間については、2020 年度から 2029 年度までの 10 年間。 

ただし、公共建築物の改修や建替えに係る費用の推計期間については、2020 

年度から 2059年度までの 40 年間とします。 

なお、計画期間内であっても、本市をとりまく社会情勢の変化等への対応が

必要となった場合には、計画の見直しを行うこととします。 

③基本的な考え方 

○インフラ機能の確実かつ効率的な確保 

○メンテナンス産業の育成 

○多様な施策・主体との連携 

④計画の主な記載事項 

○行動計画において、高石市個別施設計画を策定することとした対象施設 

○定期点検サイクル等を考慮の上で設定した計画期間 

○個別施設の果たしている役割、機能、利用状況、重要性等からみた対策の

優先順位と考え方 

○個別施設ごとの点検・診断によって得られた個別施設の状況について、施 

設ごとの整理 

○個別施設ごとの機能転換・用途変更・複合化・集約化・廃止・撤去・耐震

化等の対策の内容と実施時期 

○計画期間内に要する対策費用の概算 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 
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⑤今後 40 年間の施設保全費用の見込み 

費用の算出に当たっては、各施設の整備方針に基づいて修繕・更新費用の平準

化を前提とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 
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40年間の施設

保全費用年平均

8.7億円

40 年間の施設 
保全費用総額 

348 億円 

 

平準化 
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（２）高石市学校施設等個別施設計画 

 

①高石市学校施設等個別施設計画（概要） 

「高石市学校施設等個別施設計画」（以下「学校個別施設計画」という。）は、学校

教育施設等（幼稚園、小学校、中学校、教育研究センター）を対象とした 12 施設

について、令和 2 年度に策定しました。 

計画の背景としましては、今後減少が予想される園児・児童・生徒数に対応する

学校施設規模の適正な水準の維持や、高石市の全公共施設面積の中で大きな割合を

占める学校施設の老朽化が進み、今後は大規模改修や建替え等に多額の費用が必要

となってくることが課題となっています。 

ついては、子どもたちが安全に、安心して利用できる教育環境の整備を目指しつ

つ、予算の平準化、トータルコストの縮減を図る必要があることから、学校教育施

設ごとの今後の具体的な方針を示した計画です。 

 学校個別施設計画において実施した学校教育施設の修繕・更新コストの試算や、

総合管理計画における施設の管理方針や管理に関する課題を踏まえ、今後 10 年間

の学校教育施設の修繕・更新計画を策定するとともに、今後に向けた課題を整理す

るものです。 

 

②計画期間 

   計画期間については 2021 年度から 2030 年度までの 10 年間 

ただし、今後の維持管理コストに係る費用の推計期間については、2021年度

から 2060年度までの 40 年間とします。 

なお、計画期間内であっても、本市をとりまく社会情勢の変化等への対応が必

要となった場合には、計画の見直しを行うこととします。 

  

③計画の主な記載事項 

○学校教育施設の長寿命化計画の背景・目的 

○学校教育施設の目指すべき姿 

○学校教育施設の実態 

○学校教育施設整備の基本的な方針 

○基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準 

○長寿命化の実施計画 

○長寿命化計画の継続的運用 

 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 
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④今後 40 年間の学校教育施設保全費用の見込み 

費用の算出に当たっては、各施設の整備方針に基づいて修繕・改修費用の平準

化を前提とします。 

 

 

 

 

・個別施設計画の策定を踏ま

えた記載内容の追加 

 

平準化 
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11．過去に行った対策の概要   

 

（１）これまでの各種計画の策定状況及び本計画に基づく主な実施状況 

 

①各種計画の策定状況 

策定年度 計画の名称 

H24  高石市営住宅長寿命化計画 

 

 

 

H28 高石市公共施設等総合管理計画 

高石市水道事業ビジョン 

 

 

H30 高石市社会資本個別施設計画（橋梁） 

 

 

 

R 元 高石市公共下水道ストックマネジメント計画 

高石市水道事業経営戦略 

 

 

R2 高石市公共施設個別施設計画 

高石市学校施設等個別施設計画 

高石市公園施設長寿命化計画 

高石市下水道事業経営戦略 

 

 

 

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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②本計画に基づく主な実施状況 

施設方針 主な内容 

廃止 

（売却） 

①H23 年度 高師浜公民館を廃止し、行政財産から普通財産に 

用途変更 

②H29 年度 旧高師浜公民館用地を売却 

 

売払土地（地積）：866.40 ㎡ 

延床面積    ：469.48 ㎡ 

廃止 

（売却） 

①H25 年度 高石幼稚園を廃園し、行政財産から普通財産に 

用途変更 

②H29 年度 旧高石幼稚園用地を売却 

 

売払土地（地積）：1,431.65 ㎡ 

延床面積      ：  607.00 ㎡ 

廃止 

（売却） 

①H27 年度 体育館を廃止し、行政財産から普通財産に用途変更 

②H29 年度 旧体育館用地を売却 

 

売払土地（地積）：1,912.16 ㎡ 

延床面積    ：2,659.66 ㎡ 

廃止 

（売却） 

①H25 年度 加茂保育所を廃園し、行政財産から普通財産に用途

変更 

②H29 年度～30年度 旧加茂保育所用地を売却 

 

売払土地（地積）：1,410.71 ㎡ 

延床面積    ：  663.19 ㎡ 

廃止 

（解体） 

H30年度 ふるさと村（キャンプ場）を廃止 

 

延床面積：487.21 ㎡  

 

廃止 

（用途変更） 

 

Ｒ元年度 北幼稚園を廃園し、行政財産から普通財産に用途変更 

 

土地（地積）：1,689.00㎡ 

延床面積  ： 752.00㎡  

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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廃止 

（移管） 

 

①Ｒ元年度 高陽幼稚園を廃園し、行政財産から普通財産（一部）

に用途変更 

②Ｒ3年度 公益社団法人高石市シルバー人材センターに貸付移管 

 

土地（地積）：2,170.70㎡ 

延床面積  ： 786.00㎡  

 

 

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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 12．インフラ施設の長寿命化計画 

 

（１）橋梁の個別施設計画に基づく維持管理経費の試算 

 

 橋梁の個別施設計画における対策費用の試算では令和元（2019）年度から令和 3

（2021）年度までの 3 年間の経費を 44,436 千円と見込んでおり、今後も有利な

補助金や地方債等の財源を確保しながら長寿命化を図ります。 

  

■対策費用 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（２）公園施設の長寿命化計画に基づく対策費用の試算 

 

 公園施設の長寿命化計画における維持管理経費（修繕費）の試算では、10 年間で

505,373 千円と見込んでおり、今後も有利な補助金や地方債等の財源を確保しなが

ら長寿命化を図ります。 

  

■対策費用 

 

  

 

 

 

 

 

 

実施時期 対策費用 

令和元年度 11,045 千円 

令和２年度 21,594 千円 

令和３年度 11,797 千円 

①概算費用合計（10年間）【②＋③】 505,373 千円 

②予防保全型施設の概算費用合計（10 年間） 486,933 千円 

③事後保全型施設の概算費用合計（10 年間） 18,440 千円 

④単年度あたりの概算費用 50,537 千円 

・インフラ長寿命化計画の策

定を踏まえた記載内容の

追加 
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（３）下水道（建物＋管路）のストックマネジメント計画に基づく維持管理経費の試算 

 

 下水道（建物＋管路）のストックマネジメント計画における維持管理経費（修繕費）・

投資（改修、更新費等）経費の試算では令和 3（2021）年度から令和 12（2030）

年度までの 10 年間の経費を総額約 69.2 億円と見込んでおり、今後も補助金や地方

債等の財源を確保しながら施設の長寿命化を図ります。 

 

●年度別事業費                                      （単位：千円）（税抜き） 

 

●年度別投資額 

   

項目 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

施

工 

改築更新 229,200 903,000 467,300 511,400 341,400 656,700 375,700 808,300 463,600 721,700 

 ポンプ場 202,800 876,600 440,900 458,600 311,800 627,100 346,100 778,700 434,000 692,100 

管渠 26,400 26,400 26,400 52,800 29,600 29,600 29,600 29,600 29,600 29,600 

管路整備 109,100 72,700 126,400 18,200 68,796 76,004 64,933 64,933 64,933 64,933 

 338,300 975,700 593,700 529,600 410,196 732,704 440,633 873,233 528,533 786,633 

設

計 

改築更新 1,452 31,136 2,904 32,612 1,628 38,746 1,628 30,140 18,927 19,144 

 ポンプ場 － 29,684 － 30,984 － 37,118 － 28,512 17,299 17,516 

管渠 1,452 1,452 2,904 1,628 1,628 1,628 1,628 1,628 1,628 1,628 

管路整備 3,635 6,320 910 3,440 3,800 3,247 3,247 3,247 3,247 3,247 

 5,087 37,456 3,814 36,052 5,428 41,993 4,875 33,387 22,173 22,391 

流域下水道建設負担金 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 11,000 

その他事業費 43,600 38,713 45,922 31,397 38,189 39,157 37,671 37,671 37,671 37,671 

合計 397,987 1,062,869 654,436 608,049 464,814 824,854 494,179 955,291 599,377 857,695 

・インフラ長寿命化計画の策

定を踏まえた記載内容の

追加 

 

 

200

400

600

800

1,000

1,200
R3

2021年

R４

2022年

R5

2023年

R6

2024年

R7

2025年

R8

2026年

R9

2027年

R10

2028年

R11

2029年

R12

2030年

施工 設計 流域下水道建設負担金 その他事業費

（百万円）
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13．計画の推進に向けて 

 

（１）全庁的な方針決定 

 

 本計画は、行財政改革の一環として取り組むべきものであり、行財政改革推進本部

の指示のもと、本計画の基本方針を遵守し、全庁的に推進していきます。 

 

（２）取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

 

本計画の推進や進行管理は、全庁的なワーキンググループを設置し、各施設管理者

が保有する情報を一元化したうえで、組織横断的な調整を行うことにより、公共施設

等を効果的かつ効率的に管理運営していきます。 

また、各施設管理者が個別の施設計画を策定するにあたっては、本計画で掲げた方

針に沿って取り組んで行きます。 

今後、さらなる全庁的な取り組みの推進を図るためには、庁内に推進部署を設置す

るなど戦略的に進めて行く必要があります。 

推進部署においては、計画の進捗管理だけではなく、公共施設のマネジメントに向

けた職員研修の実施、「広報たかいし」やホームページ等で情報発信に努めることで、

市民や企業等と連携可能な環境の創出に努めるとともに、近隣自治体との広域連携の

可能性も模索します。 

 

（３）地方公会計（固定資産台帳）の活用 

 

本計画を進めるにあたり、地方公会計制度改革の取組と連携を図っていく必要があ

ります。 

併せて、人口減少・少子高齢化の進展など、自治体をめぐる経営環境が大きく変化

する中で地方公会計制度改革との連携を通じて、適切な公共施設マネジメントを実現

し、持続可能な行政運営の推進に努めていきます。 

また、公共施設の維持管理・修繕・更新等に係る中長期的な経費の見込みの算出に

固定資産台帳のデータ活用を推進していきます。 

 

 

 

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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（４）広域連携の検討 

 

 今後の人口減少への対応や公共施設の有効活用を図るために、近隣自治体との連携

を強化し、公共施設の相互利用などによる効率的・効果的な公共施設の設置・運営を

検討してまいります。 

 また、近隣自治体との連携を進めるために、現在実施されている研修会や情報交換

会への参加や新たな取組を研究し、具体化に向けて検討します。 

 

ページ数：Ｐ62 

  

（５）保有する財産（未利用資産等）の活用や処分に関する基本方針 

 

 公有財産のうち普通財産は、所有して維持保全することによる管理上の経費負担増

や第三者による不法占拠・使用等の不法行為を受けるなどの事態が生じるおそれがあ

るため、不要な普通財産はできるだけ処分し、その売払代金を各事業の財源に充当し

たり、交換等により行政執行上必要な財産の取得を図る等の措置を講ずることが適当

であると考えます。 

 また、普通財産の貸付についても、「高石市公有財産規則」・「普通財産の貸付料に関

する要綱」に基づき、適切な貸付を行っていきます。 

 

（６）官民連携（ＰＰＰ）によるサービスの向上 

 

 官民連携（または公民連携：Public Private Partnership）は、官（Public）と民

（Private）がお互いに得意な分野を担当・提供し、ひとつの事業を行う形態のものを

まとめた総称です。 

具体的には、PFI（公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及

び技術的能力を活用して行う手法。）事業や指定管理者制度、包括管理委託、施設運営

権の付与、施設命名権の付与、官民合築、区分所有などの手法があり、様々な形態が

考えられます。 

官民連携は、公共サービスに民間企業のノウハウを取り入れる手法として効果的で

あり、本市においても、既に多くの施設で指定管理者制度を導入しています。 

 今後も、指定管理者制度による運営が好ましい施設については、導入を図っていく

ほか、幅広く官民連携の取組を推進していきます。 

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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（７）地域環境配慮型公共施設の推進 

  

地球温暖化対策計画（令和 3 年 10 月 22日閣議決定）では、地方公共団体の基本的

役割として「地域の自然的社会的条件に応じた施策の推進」が掲げられており、その

地域の自然的社会的条件に応じた温室効果ガス排出量の削減等のための総合的かつ

計画的な施策を推進することとしています。 

 このため、公共施設においても太陽光発電の導入、建築物における ZEB の実現、

省エネルギー改修の実施、LED照明の導入等の取組みを推進していきます。 

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 
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（８）ＰＤＣＡサイクルの確立 

 

 本計画は、不断の見直しを実施し、計画を充実させていくローリングプランです。 

また、策定後においては定期的に進捗状況を踏まえた見直し・更新を行います 

（個別施設計画も同様の見直し・更新を行います。）。 

 このため、計画・実行・評価・改善といった毎年度の PDCAサイクルを確立しなが

ら計画の実行性を高めます。 

 

■ＰＤＣＡサイクルの確立 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＰLAN（計画） 

 

総合管理計画 

   個別施設計画 

 

DO（実行） 

 
個別施設等の修繕・改修 

更新・施設方針の実施 

ＡCT（改善） 

 

進捗に応じた 

計画の見直し更新 

 

CHEＣＫ（評価） 

 

行財政政改革推進本部 

会議の進捗確認と審議 

 

 

継続的推進 
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（９）計画推進のイメージ 

 

 計画の進捗にあたっては、「行財政改革推進本部」において全庁的な方針決定を行い

ます。 

 また、計画の進捗管理を行う「(仮称）公共施設マネジメント推進部署」を設置し、

「公共施設を所管する関係課」と連携のもと、個別施設計画の策定やそれにもとづく

日常の点検、運営を行っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

行財政改革推進本部 

① 全庁的な方針決定 

・公共施設等全般に関する計画推進の決定 

・公共施設の統合、廃止、複合化に関する計画の決定 

・廃止後の施設、土地に関する計画の決定 

（仮称）公共施設マネジメント推進部署 

② 推進に向けた体制の構築と進捗管理 

・本計画の進捗管理 

・公共施設等の維持管理・保全に関するデータの管理 

・維持管理費の平準化 

・市民への情報発信 

・職員研修の実施 

公共施設を所管する関係課 

③ 施設用途の中分類別の方針に基づく公共施設マネジメント 

・本計画の方針に基づく個別施設計画の策定 

・個別施設計画に基づく修繕等の施設の管理 

・職員による日常の点検や省エネルギー取り組みの実施 

・日常の施設の運営 

・利用状況・保全状況の把握 

・総務省作成の策定指針に基

づき項目を追加 

 

 


